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令和６年度（2024 年度）北海道障がい者施策推進審議会 

 

          日時：令和７年（2025 年）３月 19日（水）16 時 00 分から 17 時 30 分  

         場所：ＴＫＰ札幌ビジネスセンター赤れんが前 ホール５Ｈ 

 

 

【事務局】 

 それでは、ただいまから、令和６年度北海道障がい者施策推進審議会を開催いたします。

本日の司会を務めます、北海道障がい者保健福祉課長の徳田でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。それでは開催に先立ちまして、福祉局長の山谷よりご挨拶申し上げます。 

 

【山谷局長】 

 皆さんこんにちは。今日はお忙しいところ、会議にご出席いただきまして、ありがとうご

ざいます。道庁で福祉局長をしております、事務局の山谷と申します。どうぞ、今日はよろ

しくお願いいたします。 

挨拶といいますか、前段で、この会議はどういう位置付けのものかというのを簡単に説明

させていただきます。 

この会議体自体なんですけども、実は古くて、昭和 46年に参考資料で一番下についてる

と思うんですけども、北海道障がい者施策推進審議会条例というのがございまして、それに

基づいて、設置されている審議会ということになります。この審議会自体は、北海道の条例

では定めてるんですけども、そもそもは、この資料の条例の第１条に出てますけど、障害者

基本法に基づいて都道府県が条例で設置をすること、というふうになっております。今回委

員の方が改選期ということで、新たに各団体の人事異動等もございまして、５名の方に、新

しく委員として、また引き続き委員に就任していただている方もおりますけども、引き続き

よろしくお願いしたいと思います。 

この審議会でどういうことを議論していただいているかといいますと、法律からも来る

んですけど、この条例の第１条のところ出ていますが、合議制の組織云々と書いていますが、

その中で、北海道で障がい者に関する計画を定めていますけども、その進捗状況であります

とか、その評価をしていただくと、ご意見を聞きながら進めていくという形で、この会議を

設定しております。 

本日、協議事項で、１つ目で北海道障がい者福祉計画の評価の関係と、もう１つ、北海道

障がい福祉プランの推進管理についてということで、本日は、ご意見をいただこうと思って

おります。 

もう少しこの計画のことを最初にご説明させていただくと、これまで北海道として、平成

21 年３月に北海道障がい者条例というのを作り、平成 30 年には北海道意思疎通支援条例

と、北海道手話言語条例というのをつくりまして、それを進めるにあたって、これまで北海

道障がい者基本計画と北海道障がい福祉計画というのを作ってきました。 
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北海道障がい者基本計画というのは 10年の計画で、第１期が平成 15 年から平成 24 年ま

での１期の 10年間。２期の計画が、平成 25年から令和５年までの 10年間の計画というの

がございました。 

もう１つ、北海道障がい福祉計画というものがございまして、これは３年ごとの計画なん

ですけども、最初、平成 18 年に策定をして、３年ごとに策定をしてきていまして、直近で

ありますと、令和３年から５年までの３年間の計画を作ってきました。 

令和６年、ちょうど両方とも、10 年の計画も３年の計画も、令和５年で、終期を迎えた

んですよね。 

それで令和６年から新しい計画を作るにあたって、この２つの計画を一緒の計画にする

ことにしまして、その名称がほっかいどう障がい福祉プランという名称で、２つの計画を合

わせた形で、今回は６年間の計画ということで策定をさせていただきました。 

この「ほっかいどう障がい福祉プラン」の策定に当たりましては、令和５年度にこの審議

会で、数回にわたり、会議を開催していただいて、皆さんのご意見をいただき、去年の４月

から新しい計画をスタートしているというような形で進んできております。 

本日は、前段申しました障がい福祉計画の評価をしていただくということと、新しく始ま

った計画をこういう形で推進していきたいんだということをご説明させていただいて、ご

意見をいただければというふうに思っております。１時間ほどの時間になりますけども、本

日はどうかよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

それではお手元の資料を確認させていただきます。 

会議次第、それから出席者名簿配席表のほか、資料１が、資料１－①から⑫ということで、

56 枚、56 ページもの。それから資料２－①から⑮ということで、ちょっと厚いんですが 64

ページものということになっております。それと、参考資料となっております。 

資料の方はお揃いでしょうか。よろしいですね。はい。 

それでは本日の日程でございますが、本審議会は、17時 30 分を目途に終了させていただ

きたいと存じますのでご協力のほどよろしくお願いいたします。 

次に委員改選後初めての開催でございますので、委員の皆様をご紹介させていただきま

す。委員名簿の 50音順に委員の皆様をご紹介させていただきます。 

それではまず初めに、北海道精神障害者回復者クラブ連合会、副会長であります、石山貴

博委員でございます。 

 

【石山委員】 

石山です。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 



 3 / 31 

 

よろしくお願いします。 

続きまして一般社団法人北海道知的障がい福祉協会、会長であります、大垣勲男委員でご

ざいます。 

 

【大垣委員】 

大垣です。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

続きまして、北海道身体障害者福祉施設協議会、会長であります、櫻田周委員でございま

す。 

 

【櫻田委員】 

櫻田です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

よろしくお願いします。 

続きまして一般財団法人旭川手をつなぐ育成会、副会長であります、菅原広美委員でござ

います。 

 

【菅原委員】 

菅原と申します。よろしくお願いします。 

 

【事務局】 

続きまして恵庭市子ども未来部えにわっこ応援センター、センター長であります、高橋明

子委員でございます。 

 

【高橋委員】 

高橋です。どうぞよろしくお願いします。 

 

【事務局】 

はい。お願いします。 

続きまして、一般社団法人北海道医師会、副会長であります藤原秀俊委員でございます。 

 

【藤原会長】  

藤原です。よろしくお願いします。 
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【事務局】 

続きまして、ＤＰＩ北海道ブロック会議、事務局長であります、山崎恵委員でございます。 

 

【山崎委員】 

山崎です。よろしくお願いします。 

 

【事務局】 

はい。よろしくお願いします。 

続きまして、日本ＡＬＳ協会北海道支部、支部長、日本ＡＬＳ協会、理事、ＡＬＳ国際同

盟、理事であります、山田洋平委員でございます。 

 

【山田委員】 

山田です。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

続きまして、札幌学院大学心理学部、教授の山本彩委員でございます。 

 

【山本委員】 

山本です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

お願いします。 

最後に一般社団法人北海道中小企業家同友会、札幌支部インクルーシブ委員会、副委員長

であります、吉岡俊史委員でございます。 

 

【吉岡委員】 

吉岡でございます。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

よろしくお願いします。 

このほか、池田委員、大田委員、大西委員、中村委員、松原委員からは、都合により欠席

されるとのご連絡を受けております。なお、本日の審議会でございますが、委員 15名のう

ち２分の１以上の 10 名のご出席をいただき、北海道障がい者施策推進審議会条例第６条に

規定する成立要件を満たしておりますので、審議会が成立していることを報告いたします。 

それでは議事に入ります前に会長選出についてでございますが、お手元の参考資料をご

覧ください。一番下にあるかと思いますが、北海道障がい者施策推進審議会条例の第５条の 
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中ほどよりちょっと下になりますが、委員の皆様から、会長を後選することとされておりま

す。事務局の方からの案を申し上げてもよろしいでしょうか。北海道医師会の藤原委員に引

き続きお願いしたいと考えておりますが、いかがでしょうか。 

 

ありがとうございます。 

それでは北海道医師会の藤原委員に会長お願いいたします。 

それでは藤原会長、一言ご挨拶お願いできますでしょうか。 

 

【藤原会長】 

皆さんこんにちは。 

北海道医師会の副会長の藤原です。聞こえますか。 

お天気の悪いところ、また足元の悪いところを、ご参加いただきましてありがとうござい

ます。私も長い間これに関わっておりまして、その関係でまた会長をさせていただきますが、

どうぞよろしくお願いします。本日は忌憚のないご意見をいただきたいと思いますので、ご

意見がない場合には、指名をしてご意見をいただきますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。それでは早速議事に入りたいと思います。 

本日は、次第にありますように第６期北海道障がい福祉計画に係る最終評価について、及

び第１期ほっかいどう障がい福祉プランの推進管理について、ということで協議をしたい

と思います。まず、事務局の方から説明をお願いいたします。 

 

【事務局】 

はい。資料の全体について、私の方から説明させていただきます。 

資料１と資料２、大きくこの２つがついております。 

推進管理表につきましては、第６期北海道障がい福祉計画推進管理表が資料１の①から

⑪まで。それから、第１期ほっかいどう障がい福祉プラン推進管理表が、資料２の①から⑫

までついております。 

初めに、第６期北海道障がい福祉計画推進管理表について、資料１の①をご覧ください。 

黒太枠で、取組み状況の令和５年度分と、めくっていただいて、評価改善の令和５年度の、

実績を踏まえた、第６期計画の成果等の概要を、それぞれ担当から説明させていただきます。 

委員の皆様には、事務局案として記載させていただいた、ＡからＣの評価区分、それと、

その横に記載させていただいております、これからの取り組みの方向性などについて記載

させていただいておりますので、ご意見をいただきます。 

次に、第１期ほっかいどう障がい福祉プラン推進管理表について、資料の２の①をご覧く

ださい。 

本計画は、令和６年度から 11年度までの６年間の計画でありますが、初年度であります

今回は、資料２の①から順に推進項目、それから目的などについて、要点のみ説明させてい
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ただきます。 

委員の皆様には、主に取組み内容ですとか工程表について、こうした方がいいのではない

かというご意見をいただきたいと考えております。私からは以上になります。 

 

【藤原会長】 

ただいま事務局から説明がありましたけれども、時間の都合からですね１件につき２分

以内ぐらいで進めていきたいと思いますので、どうぞご協力をお願いいたします。 

これ１つ１つしていていいのかな。いいですね。まず１－①について、質問やご意見はあ

りませんか。 

 

【事務局】 

説明の方よろしいでしょうか。 

 

【藤原会長】 

失礼しました。はいどうぞ。 

 

【事務局】 

障がい者保健福祉課の高木と申します。本日はどうぞよろしくお願いいたします。資料の

１－①の１ページ目になりますけれども、北海道障がい者条例の施策の推進ということで、

取組み内容が２つございます。右下の令和５年度の取り組み状況について、太字で囲ってい

る部分になりますけれども、北海道の障がい者条例に基づきまして、14 振興局ごとに委託

して配置しております地域づくりコーディネーターと連携しまして、地域づくりガイドラ

インを活用した市町村への支援を実施、もう１つがですね、障がい者が暮らしやすい地域づ

くり推進本部におきまして、分野ごとの障がい施策の推進状況報告、情報の共有等を行った

ところでございます。資料をめくっていただきまして２ページ目は、Ｒ３とＲ４の評価実績

となっております。次の３ページ目をご覧ください。 

Ｒ５年の実績と、第６期計画の成果等ということで３年間の取り組み状況等となります。 

各年、知事を本部長としまして副知事及び各部長等が参加して横断的に実施しておりま

すこの本部会議におきまして、分野ごとの施策の推進状況の報告、取組み方針の協議などを

行いまして、障がいがあっても安心して地域で暮らすことができる社会をつくるため、条例

に基づく取組みを福祉分野以外の施策とも連携しまして、全庁一体となって進めました。 

それと、各種イベントにおきまして、条例に基づく委員会のリーフレット配布、障がい者

週間などにおきまして、普及啓発パネルの掲示であったり、ホームページへの掲載など、条

例の施策の周知を実施したところでございます。 

評価でございますけれども、障がいがあっても安心して地域で暮らすことできる社会を

つくるため、労働や農政部局との連携、人権・教育・雇用など、福祉分野以外の施策とも連
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携し、条例に基づく各施策を全庁一体になって進めるとともに、あらゆる機会をとらえまし

て、普及、道民への理解促進を図る必要があるということで、過去の評価区分、Ｂというこ

とで続いていますけれども、今回につきましても、評価案はＢということでさせていただき

たいと思います。それではご審議の方よろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

事務局より説明がありまして評価としては概ね適正という評価でございますけれども、

どなたかご意見、委員の方ご意見はありませんか。 

Ｗｅｂの方はどうですか。よろしいですか。はい。 

ご意見がないようですので次にいきたいと思います。１－②の説明をお願いします。 

 

【事務局】 

はい。続きまして説明いたします。資料の５ページ目をご覧ください。 

２つ目に権利擁護の推進でございます。施策の取組みとしましてはここにある５点ござ

います。次の６ページ目をご覧いただきたいと思います。取組み状況のＲ５年度、太枠で囲

ってる部分でございます。１点目に、障がい者条例に基づきまして地域づくり委員会を 14

振興局で設置しておりまして、延べ 28回、その委員会を開催しているところでございます。

相談員の相談につきましては通年対応しております。２つ目に、この相談、通報処理件数と

いうことで、本庁におきまして、虐待防止センターを設置しておりまして、そこでの相談受

理件数が 113 件、うち虐待相談 33件となっております。３つ目に、障害サービス事業所の

施設従事者向けの研修、それと、市町村の虐待防止関係の担当されている職員への研修とい

うことで、実施しているところです。４つ目に障害者差別解消法の改正を踏まえたフォーラ

ムということで、道内３ヶ所、札幌、旭川、函館で開催しております。次に、７ページ目に

なりますけれども、Ｒ３とＲ４の実績がこちらの方に書いてありまして、それぞれ評価区分

Ｂということで、昨年度まで評価いただいております。次の８ページ目をご覧いただきたい

と思います。３年間の取り組み状況と目標達成状況ということで、虐待防止につきまして、

コロナ禍がありましたけども、オンラインの方法を用いるなどしまして、市町村と事業者に

対する研修を毎年実施してきております。そうしまして、関係職員の資質向上に努めたほか、

普及啓発にも取り組んで参りました。あと、差別解消法につきましては、昨年４月にですね、

改正法が施行されまして、民間企業における合理的配慮の提供が義務化されました。 

そのため民間企業に対する周知につきまして重点的に取り組むとともに、国や市町村を

はじめマスメディアや教育とも連携した普及啓発を実施したところでございます。 

評価につきましては、研修の実施など、虐待防止に係る取り組みを推進するとともに、解

消法につきましては民間企業を初め、幅広く周知が図られるよう、より効率的に普及啓発を

引き続き進める必要があるということで、評価区分は過去も踏まえまして、Ｂということで、
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付けさせていただいております。ご審議の方どうぞよろしくお願いします。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございます。権利擁護の推進ということで、説明をいただきました。 

取組み状況、それから、過去の評価はＢと、今回の評価もＢということでございますけれ

ども、どなたか委員の方の質問やご意見はありませんか。 

Ｗｅｂの委員の方、いかがですか。よろしいですか。はい。 

それでは概ね適正ということでよろしいかということになりました。 

資料の 1－③の説明をお願いします。 

 

【事務局】 

はい。引き続きまして説明いたします。資料の９ページ目をご覧いただきたいと思います。 

３番、地域生活支援体制の充実ということになります。取組みにつきましては、ここは１

から５番目にあるとおり地域づくりコーディネーターを中心としました、市町村への支援

というのが主な取り組みとなっております。関連する成果目標としまして、この右下にＲ５

年、地域生活移行者の数ということで、Ｒ５年につきまして 71人ということで、３年間の

合計は 209 人となりまして、目標値に対しましては 89.3％となっております。それと、施

設入所者の減少見込み数につきましては、この３年間で 432 人ということで、目標値に対し

まして 104％となっています。あと地域生活支援拠点等の整備につきましては、Ｒ５年度、

40 ヶ所の整備となってございます。次のページをめくっていただきまして、取り組み状況、

下の欄になります。Ｒ５年につきましては、地域づくりコーディネーターと連携し市町村へ

の支援ということでございまして、相談体制、地域生活支援拠点の整備、それと、困難事例

等の市町村だけでは解決できない事項等を、広域で調整するなど、地域づくりコーディネー

ターが対応した取組みを１番から３番について行っているところでございます。あと４番

目につきましては、視覚障害者の情報提供施設への補助などのほか、障害者芸術文化活動の

関係の取組みをやってきております。 

一番最後ですけれども、地域づくりコーディネーターを活用した、保健・医療機関や福祉

関係機関との連携ということで、こちらにつきましても地域づくり委員会の方の開催と併

せてやってきたところでございます。次のページ、12 ペーシになりますけれども、Ｒ４年

度の実績、それぞれＲ３とＲ４年度で評価区分がＣとされてきたところでございます。13ペ

ージになりますけれども、３年間の取組み状況と目標の達成状況ということで、地域生活支

援拠点の整備につきましては、広域相談支援体制ということで、地域づくりコーディネータ

ーが市町村への支援を続けてきているところでございまして、拠点整備につきましては、

年々微増しているところでございまして、40 ヶ所整備されてございます。目標につきまし

ては、21の障害福祉圏域ごとに、1ヶ所という目標になっておりまして圏域ごとで見たとき

には 18 圏域ということになっているところでございます。 
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未整備の圏域は、日高、南檜山、遠紋が、今のところ未整備となっております。 

それと、障がい者の文化芸術活動を支援するための体制の整備ということで、センター設

置に向けた取組みを継続して実施してきたところでございますが、令和６年度から支援セ

ンター設置するに至りまして、障がい者の文化芸術活動にあたっての、相談対応を行うなど、

活動を総合的に支援するための体制が整ったところでございます。 

評価につきましては、ここにあるとおり、拠点の整備につきましては、３圏域が未整備と

いうことになりましたので引き続き取り組んで参ります。あと、この北海道障害者芸術文化

活動支援センターが令和６年度から設置することができましたが、拠点の整備が十分でな

かったという部分を踏まえまして、評価区分につきましては、引き続きＣ区分ということで

設定させていただきました。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

地域生活支援体制の充実という項目ですが、徐々に成果を上げているものの、３圏域でま

だ未整備であるということで、遅れているという評価になっておりますが、どなたかご意見

はありませんか。 

 

【大垣委員】 

はい。これは１つ要望なのですけど、昨日の福祉新聞に、入所施設の待機者の把握を全国

の６割の自治体しかしていないという記事がありました。その回答内容には、把握するニー

ズがないとか、入所待機者の定義がわからないとか、そういったことが福祉新聞の一面に出

ていました。 

北海道は、国保連発表の直近の人数で 8765 名が入所施設に在籍しています。今、この領

域でちょっとした地殻変動が起こっています。ここ数年、全国で入所施設利用者が年間に約

1000 人ずつ減っています。北海道では約 100 名前後減っていました。ところが、この１年

で、全国で 2870 名が、北海道では、４月からの８カ月で 114 名も減っています。これは令

和６年度の報酬改定で入所施設の小規模化や地域移行への誘導がなされたことが原因だと

思われます。しかし、一方ではＮＨＫが全国で２万 2000 人の入所待機所がいるのに脱施設

化を推進するのかという特集を組んだりしています。もう一方では冒頭に申し上げたよう

に、多くの自治体は、入所施設の待機者の実数を押さえていないわけです。北海道は 47都

道府県の中で最も入所施設の利用者が多いわけで、今後、需要と供給のバランスが重要とな

ってきます。それで、要望として、施設入所待機者の実数を押さえる仕組みを作っていただ

きたいと思います。その仕組みは簡単に作れると思います。これまでは、入所施設の待機者

名簿の集計で待機者数を押さえていました。そうすると１人の待機者が数か所の入所施設

に希望をだすとダブル、トリプルカウントとなってしまい正確な待機者実数とならなかっ

たわけです。ですから、施設入所を希望する方は、その住民票のある市町村に必ず登録して
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から施設見学し入所施設の待機者名簿に載せることにすれば、179 市町村からの待機登録者

を集計することによって、北海道の入所待機者の実数がわかるわけです。 

入所施設を運営している事業所が、今後、待機者の実数と北海道全体の定員を鑑みながら

定員の変更を行うことができます。是非、入所待機者の実数を押さえる仕組みを早急に作っ

ていただきたいと思います。 

あと、もう１点いいですか。一課題２分とおっしゃったのに申し訳ありません。私は、伊

達市なのですけども、自立支援協議会で伊達市が援護の実施をしている入所施設の利用者

は、今日現在 66 名です。その人たちの地域移行への意向確認を各入所施設が、札幌であろ

うが、北見であろうが旭川であろうが、意向確認をしていただいて、その結果を伊達市行政

にきちんと報告してくださいという文書を作っています。その人たちが地域移行を望むと

きに、札幌の入所施設に住んでいて札幌の街で暮らしたいという方もいれば、ふるさとの伊

達市に帰りたいという人もいると思うわけです。どこで住みたいかという希望数に応じて

伊達市のグループホーム等の整備を計画的に進めなければなりません。入所施設が具体的

な地域移行計画を進めるためにも、入所施設利用者の地域移行に関する意向確認の結果を

援護の実施者に報告する仕組みを、先ほどの件と合わせて作っていただきたいというふう

に思います。はい。以上です。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。ちょっと、後でお返事をいただきますけど。 

短めに質問をお願いして、たくさんの方に意見を言っていただきたいと思いますのでぜ

ひまとめてお願いしたいと思います。では事務局の方でお願いします。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。待機者の状況でございますけども、待機者の定義といいま

すか、これが国の方ではっきりしてないという点と、先ほど委員がおっしゃいました、二重、

三重に登録している方とかということで、今、国の方で調査をやっています。 

それを踏まえて新年度から検討会議のようなものを作って、その中で検討してと。 

それを各都道府県にバックして、という形になると思うんですが、現状はそれを待ってい

る状況でございますけども、ただ、入所施設に入りたい、残りたいという方も、いらっしゃ

いますし、あくまで障がい者ご本人の要望に沿ったスタイルというものが基本だというふ

うに私どもは考えております。 

それから、援護の実施者と実際に住んでいるところの間違いとかですね、そういったもの

を入所している方に対して、意識調査をするということが義務づけられましたので、その辺

は委員もおっしゃっていましたけども、ちゃんとやるように、これからも事業所の方を指導

して、それをどういう形でバックしていただいてというか、そこはこれから中で協議させて

いただいて、利用者が一番良い生活が送れるように努めていきたいというふうに考えてお
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ります。雑ぱくな答えで申し上げませんが、以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい。よろしいですか。 

 

【大垣委員】 

はい。膝を付け合わせて今の件については、詰めていきたいと思います。 

 

【事務局】 

はい。よろしくお願いします。 

 

【藤原会長】 

はい。待機者はあちこちに登録しているから、ちょっと実数はなかなか難しい。マイナン

バーカードと何か連携すればできるのかもしれませんけど、かなり難しいことはあるとい

うことで、努力をお願いしたいと思いますが。 

その他この件につきまして、ご質問ありませんか。Ｗｅｂの方はよろしいですか。 

 

【山崎委員】 

山崎です。 

質問が１点、よろしいですか。ありがとうございます。 

１点質問ですが、ここの項目が、地域生活支援体制の充実ということで、地域移行等のこ

とを取り上げている項目だと思うんですが、令和５年度の評価の部分で、北海道障害者芸術

文化活動センターとかっていうのが入ってきているんですが、ちょっと、私個人としては、

芸術文化活動っていう部分が違和感というか、地域生活の支援体制の充実と、どのように関

係してくることかなと思いました。この芸術文化活動っていうのは、ちょっとここの項目で

はないような気がしましての質問です。以上です。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

地域生活と芸術文化で、同じ項目で括ってしまっているというか、計画の作りといいます

か、社会参加の促進という細部の項目がここの 11分の１に入っておりまして、それで芸術

文化センターというものをここの項目で、評価項目として入れさせていただいたところで

ございます。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

山崎さん、いかがですか。 
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【山崎委員】 

はい、わかりましたありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

はい。それでは、この項目はちょっとこのぐらいにしてまた後ほど、この項目に関して質

問がありましたら最後の方でお願いをしたいと思います。では続けて、１－④の説明をお願

いします。 

 

【事務局】 

はい。障がい者保健福祉課の菊地と申します。よろしくお願いいたします。 

意思疎通支援条例と手話言語条例についてでございますが、この２つの条例いずれも平

成 30年に施行されておりまして、この条例に基づきまして、障がいのある方への多様な意

思疎通手段の確保ですとか、手話が独自の言語であることを道民の皆さんに理解していた

だくということを踏まえて取組みを進めてきているところでございます。次のページをご

覧いただきまして、16 ページ目でございます。取組み状況ですけれども、令和５年度の取

組みでございますが、いずれの条例もですね、普及啓発を目的といたしましたパネル展を各

種イベントに合わせて行っているほか、手話については小中学生向けのですね出前教室の

開催などを行っているところでございます。また、視覚、そして聴覚の障がい者の情報提供

施設によりまして、こうした取組みについての情報提供または、その他ですね、ＩＴサポー

トセンターを設置しているところですけど、そちらでの相談支援の実施を行っております。 

また、意思疎通手段といたしましては、障がいの特性に合わせまして、手話ですとか、点

字、ルビ振り、テキストデータなどを活用いたしまして、情報の提供を行っているほか、知

事の記者会見への手話の通訳を令和２年から行っているところでございます。 

また、４番目ですけれども手話通訳者、要約筆記者などの養成の研修を行いまして、将来

的にこういった意思疎通手段を支援する方々の養成によりまして、そういった手段の確保

について増やしていくという取り組みを進めているところでございます。17 ページ目は、

令和３年、令和４年度、それぞれの評価をいただいているところでございます。 

めくっていただきまして、18 ページ目でございますが、令和５年度の実績でございます。 

３年間といたしましては、多様な意思疎通手段の確保、そして支援者の養成と派遣を行っ

ておりまして、情報保障の確保に努めてきているところでございます。また、小中学生も早

い時期から、こういった手話に触れる機会などをつくりまして、意思疎通支援についての関

心を持っていただくといった取組みなどを行ってきているところでございます。 

評価ですけれども、そうした多様な意思疎通支援の確保ですとか、支援者の養成派遣を行

いまして情報保障の確保に努めることができたということと、あと、意思疎通支援者の確保

に向けてのそういったイベント趣旨は教室などの開催なども計画どおり進めていくことが
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できました。次期計画におきましても、オンラインを活用したそういった取り組みなどを普

及、オンライン化ですとか、遠隔手話サービスの普及などを行いまして、そういったＩＣＴ

を活用した事業に取り組みまして、市町村とともにですね、北海道と市町村がそれぞれ協力

いたしまして、そういった意思疎通支援の確保と、そして、児童生徒の早い時期に手話を知

る機会についても引き続き取り組んでいきたいということに考えておりまして、評価区分

Ｂとして整理させていただきました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。北海道意思疎通支援条例、それから手話言語条例の施策の

推進という内容で、令和３年、令和４年、令和５年、それぞれ評価としては概ね適正という

ことに評価をしておりますが、皆様からご意見があればお願いしたします。 

はい。お願いします。 

 

【山田委員】 

はい。山田洋平の代わりにお話しさせていただきます。 

取り組みの内容、１番の障がいのある方への多様な意思疎通手段として、意思疎通のとこ

ろに口文字と文字盤等を含めていただけると嬉しいとの発言がありました。 

よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

承知いたしました。いろんな意思疎通の方法があるかと思います。 

時代と共に機械化も進んでおりますので、そういった時代に合ったものを取り入れてい

きたいというふうに思います。ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございます。その他にご意見ありませんか。よろしいでしょうか。 

 

【山崎委員】 

山崎です。 

１点ですが、手話や文字情報だけではなくて、聴覚視覚両方に障がいのある方に向けての

指点字の情報保障っていうのも今後入れていただければと思います。以上です。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

いわゆる、盲ろう者という方々に対する情報を保障というのも、この中に入れていきたい
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というふうに思います。ありがとうございます。 

 

【藤原会長】 

点字はなかったですか。今まで。 

 

【事務局】 

ありました。目と耳両方、聞こえるが見えない方に対して指で情報伝達するという方法が

ありますので、そちらの方も入れていきたいというふうに考えております。 

 

【藤原会長】 

山崎さんよろしいですか。 

はい。うなずいておりましたので、よろしいということで、次の話題に行きます。 

資料の１－⑤、お願いします。 

 

【事務局】 

はい。推進項目５番のサービス提供基盤の整備についてでございますが、取組み内容とい

たしまして、１つ目が、施設整備補助金を活用した基盤整備。２つ目が、サービス基盤の整

備とその調整。３つ目として共生型地域福祉拠点の整備としております。取組み状況の令和

５年度になりますけれども、施設整備選定に関する有識者懇談会を開催してきております。  

次に、各圏域連絡協議会におきまして障害福祉サービス総量規制の協議などを実施して参

りました。最後に評価改善のところなんですけれども、Ｒ５年度の実績でございますが、施

設整備補助金に係る国庫補助協議施設の選定に当たりまして、圏域の充足率の低いものを

優先して行い、すべての整備要望に対して、予算付けを行うことができました。 

次に、主に計画の中間見直し及び計画策定年についてですけれども、各圏域連絡協議会に

て総量規制の協議を実施してきております。評価ですが、Ｂの概ね適正とさせていただき、

引き続き計画的な本道における障害サービスの基盤整備が必要と考えております。 

今後も引き続き、国に対して財源の確保を要望して参ります。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

サービス提供基盤の整備ということで、概ね適正であるという評価ですが、よろしいでし

ょうか。委員の方、どなたかご意見ありませんか。はい。菅原さんどうぞ。 

 

【菅原委員】 

はい。私、旭川手をつなぐ育成会副会長、菅原広美と申します。 

このサービスにつきましてなんですけれど、私ども旭川では、移動支援サービスっていう
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のを最近行っておりますが、この移動支援サービスをもっと道内で拡充していければいい

と思っております。 

移動支援サービスっていうのは、我々障がいを持つ当事者にとっての活動をする上での

やっぱり支援なんですよね。自宅で一人暮らししていれば、買い物の移動支援とか、なかな

か 1 人で外出できない人はレクリエーションの支援などをもっともっと推進していけたら

いいなと感じております。 

どうかひとつよろしくお願いします 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

移動支援につきましては、自立支援法になった際に市町村地域生活支援事業ということ

で各市町村が実施しておりまして、この地域生活支援事業というのは国の方の予算付けが

ないとなかなかできない、市町村でもできないのかもしれませんが、私どもそういうサービ

スが必要だということで、国に予算をもっと増やしてくれというふうに要望しておりまし

て、これは当然引き続き行っていきますし、そうしますと市町村の方でも、導入しやすくな

るといったことになるかと思いますので、引き続き強く国に要望していきたいというふう

に考えております。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

よろしいですか。実際に行っているところは、どことどこがやっているのでしょうか。 

 

【事務局】 

はい。ほとんどの市町村では行っているんですが、ただ、すべての利用される方の希望に

沿えているかというとちょっと、なかなか、というところがあると思いますので、これをぜ

ひ国の方にも拡充をお願いしたいというふうに思います。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

Ｗｅｂの方は、委員の方は、質問ありませんか。ご意見ありませんか。 

では、ないようですので、次の 1－⑥に移りたいと思います。よろしくお願いします。 

 

【事務局】 

子ども家庭支援課の関本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 
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障がい児支援の充実というところになります。当課関係部分につきまして、取組み内容に

なりますが、関係機関担当職員を対象に各種研修を実施しています。 

成果目標といたしまして、児童発達支援センターでありますとか、市町村中核子ども発達

支援センターの設置数、保育所等訪問支援事業等の事業者数等を挙げておりますが、目標と

いたしまして、圏域 21圏域に１ヶ所ずつというふうに思っておりますが、令和５年度につ

きましては、12 ヶ所及び 16 ヶ所というふうになっております。 

取組みの状況につきまして、次の 24 ページを見ていただきまして、５年度になりますけ

れども、各種道立施設からの専門研修でありますとか、発達支援関係職員の実習、実践研修、 

発達支援研究会の開催でありますとか、難聴児への支援の研修等をやっているところでご

ざいます。評価といたしまして、25 ページになりますが、障がい児への支援の充実を図る

ために各種事業を行っておりますが、数値目標の方がなかなか到達しておりませんので評

価区分といたしましては、Ｃとしております。 

これにつきましては翌計画につきましても目標達成に向けた働きかけを行うとともに、

地域における課題等の把握等考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございます。障がい児支援の充実ということで評価としてはＣというこ

とですね。児童発達支援センターが未設置であるということで、どのぐらいの数が未設置な

のですか。 

 

【事務局】 

21 圏域で今 12になっておりますので差し引き９がまだ入っておりません。 

 

【藤原会長】 

半分くらいですね。それはあれですか。人員の問題なのでしょうか。 

それとも、資格者の問題ですか。 

 

【事務局】 

例えば児童発達支援センターでありますとかになりますと人員の配置とか、調理室が必

要であるとかっていう、ハード的なものも必要になってくるところでなかなかハードルが

大きいかなと思います。 

道としましては、市町村中核子ども支援センターということで、そういうハード面のハー

ドルがなくても、同じような地域への支援ができるところにつきまして、このように認定し

て、ぜひ広めていきたいなというふうに考えております。 

 

【藤原会長】 
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はい。ありがとうございます。それに関して質問はありませんか。 

 

【山本委員】 

よろしいでしょうか。山本です。 

 

【藤原会長】 

はい。どうぞお願いします。 

 

【山本委員】 

はい。山本と申します。今の議論の中にもあったんですけれども、箇所数がなかなかセン

ターですとか伸びないということは、数年にわたって多分、北海道さんの方でもいろいろ検

討を重ねて大分要因も見えてきていると思います。そのような中でも、令和３年、４年、５

年と全く箇所数が増えてないというところで、より具体的に来年度以降、計画を立てていた

だけたらというふうに希望しております。要望でした。以上です。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

どうぞ。 

 

【事務局】 

今おっしゃられましたように、施設であるとか、人員であるとかっていうのはなかなか、

そういうのが課題なんだろうなというのは承知しております。 

道といたしましても、センターの設置に向けました研修会等を、今年度になりますけれど

も、開催しておりますので、引き続きまして、設置に向けた、努力を進めて参りたいという

ふうに考えております。 

 

【藤原会長】 

山本先生いかがですか。 

 

【山本委員】 

はい。ありがとうございますよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

これ全然増えないってことはかなり、結構ハードルが高いっていうことですよね。 

 

【事務局】 
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これが圏域っていう形になっていますので、圏域数はこんな感じですけれども、どちらに

しましても、地方とかっていうところは、なかなか難しいというとこは変わらないです。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございますその他質問ありませんか。よろしいでしょうか。 

それでは１－⑦に、いきたいと思います。 

 

【事務局】 

続きまして、子ども家庭支援課でございます。 

７番、障がいのある人や医療的ケアが必要な在宅の障がいのある人への支援ということ

ころで、関連のところを、説明させていただきます。 

取組み内容につきまして、ちょっと下に下がりますけれども、市町村における医療的ケア

児等の支援に係る協議の場の設置でありますとか、医療的ケア児等コーディネーターの養

成とかいうところがございます。数値目標といたしまして、主に重症心身障がいのある方を

受入れる児童発達支援事業所でありますとか、放課後等デイサービスの設置、あと、医療的

ケアの支援のための関係機関の協議の場の設置、医療的ケア児等コーディネーターの設置

というところで、目標を進めさせていただいております。 

表を見ていただきまして、上段２つにつきましては同様に、圏域ごとに 21ヶ所について、

現在の設置箇所につきましては、７圏域と８圏域という形になっています。 

協議の場につきましては、北海道につきましては１ヶ所、部会がこの審議会の医療的ケア

児部会がございます。圏域につきましては 20 圏域、市町村につきましては 70、医療的ケア

児等コーディネーターにつきましては 82 ヶ所というのは、医療的ケア児がいる市町村につ

きまして、医療的ケア児等コーディネーターを配置するということで、５年度につきまして

は 82市町村に対しまして、68というふうな形になっております。 

取組みにつきまして、30 ページをご覧いただきまして、協議の場でありますとか、医療

的ケア児等コーディネーターの養成研修等を実施しておりますけれども、直接市町村等に

要請をさせていただきまして、設置数を上げるというふうに努力をしているところでござ

います。次のページ 31ページ、評価という形になりますが、数値目標は、今ご説明しまし

たとおり、まだちょっと到達していないところがございます。引き続きまして、次の計画で

も取組みを継続していくというところで、医療的ケア児等コーディネーターの養成研修で

ありますとか、重症心身障がい児を受入れる児童発達支援事業所でありますとか、地域への

設置等を進めていくのに、評価といたしましてはＣとさせていただいております。 

引き続きまして、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。発達障がいのある人や医療的ケアの必要な在宅の障がいが



 19 / 31 

 

ある人たちへの支援という内容で評価としてはＣと。遅れているとのことで、医療的ケア児

の問題はなかなか進まないっていいますか。一気には進まないと、やっぱり人材がなかなか

難しいという問題がありますが、ご意見ありますか。 

 

【山崎委員】 

山崎です。度々すいません。 

これも先ほどの障がい児支援の充実の項目と重なるかもしれないんですが、なかなか医

療的ケア児の放課後等デイですとか、各種サービスのところが、支援拠点が増えないってい

うのは、これもやはり人材不足というか、人材が、というところなのでしょうか、というの

が 1点質問。と、あともう 1つですが、札幌でもやはり、医療的ケア児を受入れる放課後等

デイや通所・短期入所というのは、常に満床状態で足りないというふうに言われています。 

これは札幌だけではなくて北海道全域がそういう実態にあるのではないかというふうに

思っていますが、満床で、短期入所と児童放課後等デイで受け入れが困難なケースっていう、

状態のお子さんの特に保護者が疲弊してしまっているっていう実態があると思いますが、

これ人材不足とも関係すると思いますが、その辺事業所の設置基準というか、要件緩和とい

うのも検討してもらわないと。事業所も増えなければ解消されないのではないかというふ

うに思いますが、その辺も含めて２点ですね。どういうふうにお考えかなと思いました。以

上です。 

 

【事務局】 

ご意見ありがとうございます。 

医療的ケアが必要なお子さんへの支援というところにつきまして、ご意見のありました

とおりなかなか、人材であるとかっていうところが確保できないというのは、そのとおりか

なというふうに思っております。道といたしましても、国の方に医療的ケアを受けていただ

ける事業所が、運営がちゃんとできるように、報酬を措置していただきたいというような要

望はしておりますので、引き続きここはやっていきたいと思います。 

ただ、この度の６年の報酬改定で、医療的ケアが必要な事業所の加点とかっていうのも一

応できたりとかもしておりますので、引き続き道としても対応していきたいというふうに

考えております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。山田さん、どうぞ。 

 

【山田委員】 

山田洋平です。ここの資料の１－⑦のところの推進施策３番、難病等である人への支援と

いうことに書かれているんですけれども、見る限り、医療的ケア児だったりとかの方に重点
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的に書かれていると思うのですが、この難病等である人への支援というのは 18歳以上の難

病の方も含まれての内容なんでしょうか。よろしくお願いいたします。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

この障害者総合支援法の中に、難病の方も含まれたのは確か、平成 26 年ぐらいだったと

思います。それで、難病の方も障害福祉サービスを使えるようになりましたので、障害者手

帳をお持ちの方もいらっしゃいますが、難病の方も含めた内容というふうになっておりま

す。 

 

【山田委員】 

はい。では、その場合に取組み内容の方にあまり難病等である人への支援というところで

書かれていないような気がするんですけれども、すべて医療的ケア児だったり発達障害の

方に書かれていまして、実際の取組み内容的に難病の方で反映されている取組みというの

を教えていただいて構わないでしょうか。 

 

【事務局】 

現状については、障害福祉サービスを使えるっていう方が、なかなかご承知ない方も、い

らっしゃって、そういったサービスの提供を、広報というんでしょうか、実際に事業者の方

も難病のサイドの事業で、私どもの地域保健課でやっている難病連とかですね、そういった

ことを協力してやっているところもございますので、まずそういうサービスを使えるとい

うことを周知して、実際に事業者の方もそういった方々の支援できるような形にしていき

たいというふうに思っております。 

 

【藤原会長】 

はい。すいません。 

ちょっと司会の不手際で随分時間が経過しましてですね、なかなか進まないという状況

ですので、この後は説明を簡潔に質問も１点だけにして、よろしくお願いいたします。 

あとで最後にまた、まとめて質問を受けますので、よろしくお願いします。 

１－⑧お願いします。 

 

【事務局】 

はい。精神保健福祉・医療施策の充実についてでございます。 

精神障がいのある方に対する支援ということですけれども、精神障がいにも対応した地

域包括ケアシステムの構築を推進しております。 

取組み内容のところですけれども、精神科病院における長期入院患者の退院促進ですと
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か、或いは、ひきこもり、高次脳機能障がい、依存症患者等への支援、自殺対策を含む精神

保健全般に係る、啓発を進めるといったことが取組み内容となってございます。 

成果目標は 33 ページ、取組み状況については 34 ページをご確認いただければと思いま

す。 

評価改善のところでございますけれども 36ページになります。精神障がい者地域生活支

援センターを設置しておりまして、こちらを中心といたしまして、地域移行の取組みを進め

ているところでございますが、長期入院患者は減少傾向にございますが、65 歳以上の長期

入院患者につきましては増加しているということで、引き続き、より効果的な支援を実施す

るために関係機関との連携を密にしまして、事業を継続していくということで、評価区分に

ついてはＣとしているところでございます。以上です。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

ここはぜひ松原先生にご意見を伺おうと思いましたが、本日欠席ですので、残念ながら、

ご意見を伺えないのですが、ご質問ありましたら１点お願いします。 

よろしいですか。それでは 1－⑨に行きたいと思います。 

 

【事務局】 

それでは、就労支援施策の充実強化について説明いたします。 

障がいのある方への就労機会の拡大と工賃水準の向上に向けた取り組みを行っておりま

す。 

成果目標については、ご覧のとおりですけれども、すいません、1点だけ数値の修正ござ

いまして、一番上なんですけれども、年間一般就労者数 1,055 人とあるんですが、1,150 人

です。申し訳ございません。 

ご覧のような成果目標の実績でございます。 

めくっていただきまして、38 ページにつきましては、ご覧のように、取組み状況として

は各種ＰＲですとか、関係団体への働きかけ、また、農福マルシェ等の開催、また、商品開

発支援ですとか、大型商業施設での販売会を行っているところでございます。 

めくっていただきまして、資料 41ページ目ですが、令和５年度の実績と、評価改善でご

ざいますけれども、地場産業や企業との連携協働に取り組みまして、平均工賃につきまして

は目標値には届いてはおりませんでしたが、Ｂ型につきましては 2 万 6,675 円、Ａ型につ

きましては 8万 7,755 円と、全国平均をともに上回ったところでございます。 

企業認証につきましても各種ＰＲ等を行った結果、目標値を達成することができており

ます。障害者就業生活支援センターにつきましては計画期間中に１ヶ所、新規で整備いたし

ております。ただ、一般就労者数については目標値に届いていなかったところでございます。 

今回、その成果目標がいくつかある中で、評価の成果を満たしているところと満たしてな
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いところ、幾つかございましたけれども、評価といたしましては、Ｂという形で整理させて

いただいたところでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【藤原委員】 

はい。ありがとうございます。 

これは当初は、評価がＣで、だんだん良くなってきていて、これは結構、ディスカッショ

ンがあったところでありますが、吉岡委員は、何かこの件にかけまして、ご意見ありません

か。 

 

【吉岡委員】 

はい。すいません短めに、吉岡でございます。 

一般就労のニーズも増えているということで、良いと思うんですけど。 

中身を見てみますと、関連する成果目標のところにも書いていただいておりますとおり、

就労継続Ｂ型事業所が莫大に増えているという現状と、それに伴って、それに反しまして、

就労移行支援とか就労継続Ａ型の運営が難しくなっているというのが現場の声としてはあ

るかなと思います。この辺りをどのように受けとめていらっしゃるかということと、ご存じ

のとおり、就労継続Ｂ型が増えること自体は悪いことではないと思うんですが、そこがきち

んと一般就労に押し出すという力を持っている就労継続Ｂ型事業所をどのように増やそう

と、いわゆるＢ型事業所の質に関してどのように受けとめていらっしゃるかと、数が増える

のはいいんですけど、問題は中身なのかなというところで、こういった感じでどんどんとＢ

型が増えていくと結局そこに流れていく人がどんどん増えますので、一般就労がそのうち

頭打ちになるんではないかというような危惧も持っておりますが、いかがでしょうか。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。委員がおっしゃいますようにＢ型が今結構増えてですね、

いろいろ要因はあるかと思います。例えば、Ａ型が閉鎖するケースもあるかと。最低賃金が

どんどん上がってきたりですとか、様々な要因があるかと思います。国の方も当然承知して

いることでございまして、報酬改定なり、いろいろよく言えば毎年のように制度が変わって、

より良い方向になっていくと。悪い言い方をすれば毎年変わっちゃうっていうのはあるん

ですけども。こちら、我々も施設の申請が来た際にいろいろ審査させていただくんですが、

利用される方が名簿をつけて申請をされたときにそれを認可しないっていうわけにもいか

ないので、ちゃんと整っているＢ型さん、いろいろ商品を売るとかっていうときにはどうい

う製造ラインで、どういうところに下ろしていくかっていうことも、中身を審査させていた

だいておりまして、認可しているところでございますが、やはりこういう中身についても、

これはどういったときに加算が取れるとか、そういった報酬の増額というんでしょうか、そ

ういう知識も事業所はないといけないと思っておりますので、そういう意味で新しく今年
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度からのサポート事業というのもやりまして、中小企業診断士の方ですとか、そういう方に

もご協力をいただいて、できる限り利用者の工賃等を増やしていくというようなことを進

めているところでございます。 

 

【藤原委員】 

ありがとうございました。よろしいですか。はい。それでは次に行きたいと思います。 

１－⑩番、お願いします。 

 

【事務局】 

資料１の 43 ページ目となります。 

多様な人材の確保・養成及びサービスの質の向上ということで、サービス利用計画を作成

します相談支援専門員、それと、サービス管理責任者、あと児童発達支援管理責任者に対す

る研修の実施であったり、質の向上ということで取り組んできているものでございます。 

それと、利用者が適切にサービスを選択できるように、事業者の指定情報の公表、それと、

苦情解決の仕組みなどの積極的な活用について周知ということで取り組みがございまして、

めくっていただきまして 44 ページ目になりますけども、真ん中に取組み状況、Ｒ５につき

ましては、それぞれ研修を着実に実施してきたところでございます。 

あとは、事業者の公表、苦情解決制度の周知ということで取り組んで参りました。 

飛びまして 46ページ目になりますけれども、３年間の取組みの状況ということで、サー

ビスの質の向上ということで、事業者に対する集団指導、また実地指導の実施ということで、

やってきたところでございまして、あとは苦情解決制度とかの周知を行って参りました。 

それと、意思決定支援つきまして、国のガイドラインについての周知ということで、事業

に対する助言指導を行っております。それと、相談支援専門員などの研修の枠の定員の確保

ということで、研修事業者への協力要請を行って参りました。それと、意思決定支援に特化

した専門別コース研修を、令和５年度から開催しているところでございます。 

評価につきましては、障害サービスが安定して提供されるために、事業所に従事する相談

支援専門員、サビ管の養成確保、資質向上が重要でございますので、引き続き、受講ニーズ

に応じました研修枠の確保に努めていくということで、評価区分Ｂということで設定させ

ていただきました。説明以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい。ありがとうございます。 

多様な人材の確保・養成及びサービスの質の向上という項目ですが、どなたかご質問あり

ませんか。 

はい。櫻田会長、どうぞ。 
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【櫻田委員】 

はい。櫻田です。この内容に直接書かれてはいない内容なんですが、今年度の障害報酬改

定の中で、高次脳機能の障害者支援体制加算というのが、新設されたものがあるんですけど。 

その加算を算定するために各自治体で、研修の方を実施しなければならないというふう

なことが義務づけられていて、その研修を受けて初めて、取得する可能性が出てくるという

ことなんですが、北海道ではまだこの研修が開催されていないようですので、この多様な人

材の確保というところに関しても合致するのではないかというふうに思いますので、でき

るだけ早急に対応の方をお願いしたいなというふうなことで、希望いたします。以上です。 

 

【藤原会長】 

いかがですか。 

 

【事務局】 

精神医療担当課長の西本でございます。 

どうもご意見ありがとうございます。６年度に実施されてないということですが、７年度

に実施を予定しております。今、詳細の方はちょっとお伝えできないのですが、また改めて

ご案内をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

【櫻田委員】 

よろしくお願いします。 

 

【藤原会長】 

乞うご期待というところです。次の 1－⑪をお願いします。 

 

【事務局】 

安全確保に備えた地域づくりの推進でございます。災害時ですとか感染症発生時に対し

ての障がいのある方への特性に配慮した支援ということの支援体制づくりでございます。 

取組み状況でございますけれども、ご覧のとおり、こちらの方で整理いたしました障がい

者高齢者含めた支援体制の手引きの公開、また、ホームページでの周知、また、集団指導を

活用した策定の推進ですとか、市町村防災担当者に対しての説明も行っているところでご

ざいます。 

めくっていただいて、49 ページ目でございますけれども、評価・改善でございますが、

災害ですとか感染症が発生したときの必要な障がいのある方に対しての情報伝達の手段で

すとか、避難所での情報提供につきまして、情報保障と障がいのある方への配慮を踏まえた

指針を活用しておりまして、それを市町村関係団体等に配慮して、周知してきたところでご

ざいます。評価でございますけれども、そうした情報伝達の手段ですとか避難所での情報提
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供につきまして、そうした指針を活用し、障がいの特性を踏まえた、配慮について周知をし

てきたところでございます。次期計画につきましても同様にですね、そうした災害等が発生

したときの必要な配慮について周知していくとともに、また引き続きですね、必要な見直し

を行うほか、情報提供を進めていくことが必要と考えているところでございます。 

以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございます。 

評価はＢということですが、大垣会長、いかがですか、ご意見ありますか。 

よろしいですか。 

 

【大垣委員】 

すいません、ひとつだけ。 

これは 179 市町村に必ず福祉避難所は設置するという義務化があるんですね。 

 

【事務局】 

はい。 

 

【大垣委員】 

わかりました。 

 

【藤原会長】 

えりも町の大西町長さんですか。出席されてない、欠席ですね。 

その他にご意見ご質問ありませんか。 

山田さん。どうぞ。 

 

【山田委員】 

山田です。 

今年の１月 10日に札幌市白石区の方で実際に避難訓練させていただきました。その時に

ですね、市の指定避難所である小学校の方に避難させていただいたんですけれども、全く要

配慮者に対する配慮がなかったと言っても過言ではないかと思います。 

まず、学校の備蓄品、要配慮者が使えるものは何もそろえてありませんでした。 

私たちの方で、こういうものが使えるんじゃないでしょうかと提案させていただいたと

ころ、やはり万人が使えるものではないと備蓄ができないという回答をいただいておりま

す。 

そこのところで、要配慮者の使えるものを、何か万人が使えるものでさらに要配慮者も使
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えるもので備蓄できるものっていうのはあるかと思うんですよ。そういうもので、少し柔軟

な対応していただきたいと思います。 

そしてもう１点。要配慮者は福祉ルームの方に避難しなくてはいけないんですけれども、

実際に、その町内会で何人の要配慮者がいるのかっていうのは誰も把握しておりませんで

した。その１室で何人、要配慮者が避難しなくてはいけないのかというのを把握しなくては、

実際に本当に配慮した避難というのはできないかと思います。札幌市に限ったことではな

いと思うんですけれども、福祉避難所開設までに２日間かかります。その２日間の中、福祉

ルームで何人過ごすのかといったときに、もう少し柔軟な対応をお願いしたいと思います。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。 

災害が起きたときに、初めて気づくこともありますし、要援護者の方とお話をして、どう

いった対応ができるのかっていうのをそれぞれ各市町村でやっているかとは思うんですけ

ども、また災害が水なのか風なのかとか、いろいろ災害のケースも種類もあると思いますの

で、そういったものに何とか対応できるように、まず話し合っていかなければならないとい

うふうに思います。また、要援護者名簿ですね、札幌市の場合は、町内会を通じてとかいろ

いろやっておりますけども、ただ、なかなか個人情報の関係でという側面はあるかとは思う

んですが、やはり利用される要援護者の方の避難は着実に進めなければいけないと思いま

すので、そういった面も、道内 179 市町村ありますけども、対応していきたいと、相談して

いきたいというふうに思います。ありがとうございました。 

 

【藤原会長】 

これも以前から話題になっておりましたね。 

なかなか難しいのは、個人情報保護法があって、情報がうまく集まらないっていうことが

あって、リストさえもないとかですね、出してはいけないとかですね、なにかそういうこと

があって非常に難しい問題になっているのですけれども。 

それでは１－⑪に関してはこれで終わりたいと思います。 

ちょっとかなりお時間が押しておりましてですね、協議事項の２に関して、第１期ほっか

いどう障がい福祉プランの推進管理についてということで、お時間がないので、一括して説

明をお願いいたします。 

 

【事務局】 

第１期ほっかいどう障がい福祉プランの推進管理ということで、推進管理表をつけさせ

ていただいております。 

これは、２－①からですね⑫までの、障がい福祉プランの項目ごとに、まず 1ページ目で

申しますと、権利擁護の推進ということで目的を記載させていただいて、施策の推進、それ
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から、取組み内容が、１番から６番までというふうにして、この項目につきましては、目標

値の設定はございません。 

工程表につきましては、取組み内容の１から６、この場合は裏面にもございますが、沿っ

た形で、それぞれ何年度に何をしていくという形で記載しておりますが、ご覧のように同じ

ような内容を記載しております。これは同じものではございますが、それぞれの年度で、ま

たブラッシュアップして進んでいくと言う形で、記載しております。 

３ページ、ご覧いただきました取組み状況と、これからのものですので、ほぼ空欄になっ

ておりまして、５ページで申しますと、資料２－②障がいのある人の暮らしやすい地域づく

りということで、工程表の方に重要圏域に設置している委員会においてということを記載

させていただいております。 

続きまして９ページの、就労支援施策の充実強化ということで、こちらの障がい者の就労

機会の拡大と賃金、工賃等の水準の向上を推進するということで、推進施策につきましては

４項目、取り組み内容５項目、関連する成果目標といたしましては、記載のとおりでござい

ますが、令和 11 年、一番下、平均工賃月額は２万 3,041 円を目標値として設定させていた

だいているところでございます。10 ページ、11ページにつきましては、工程表等を記載し

てございます。足早ですいません。次 15 ページでございますが相談支援体制、地域移行支

援の充実ということで、目的につきましては記載のとおりでございまして、推進施策は地域

生活支援の充実ですとか、５項目設定しております。16 ページですが、関連する成果目標

といたしましては、地域移行者数の令和 11年度の 796 人を目標と設定させていただいてお

ります。続きまして、21 ページ、資料２－⑤でございますが、サービス提供基盤の整備と

いうことで、こちらの方は目標値の設定はございませんが、住まいの基盤整備の充実という

政策を掲げて実施していきたいというふうに考えております。 

続いて 25 ページ、資料２－⑥でございますが、保健福祉医療施策の充実ということで、

障がいのある方が身近な地域においてサービスを受けられるようにということで記載して

ございます。目標につきましては 26 ページでございますが、精神の関係ですね、入院後３

ヶ月時点の退院数ですとか、目標設定をしてございます。続きまして、31 ページでござい

ますが、資料２－⑦、多様な人材の確保・定着・養成及びサービスの質の向上でございます。

こちらにつきましては、人材の確保が大きな推進施策となっておりまして、目標設定はして

ございませんが、それに向かって工程表等を記載してございます。続いて 35 ページの資料

２－⑧、障がい児支援の充実ということで、発達の遅れや障がいのある子どもに対する支援

ということで、施策の推進、取組み内容等を記載しております。 

関連する成果目標につきましては、記載のとおり、児童発達支援センターの設置数 21 ヶ

所以上ということで設定をしてございます。続きまして飛びますが、41 ページ、資料２－

⑨でございます。発達障がいのある人や在宅の障がいのある人等への支援ということで、こ

ちらの方も発達障がいのある人やその家族への支援ということで施策を展開していきたい

というふうに考えております。関連する成果目標は設定してございません。続きまして 45
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ページの資料２－⑩、自立と社会参加の促進・取組定着ということで、障がいのある方の自

らの選択と決定により、参加できる様々な活動の機会を増やすということで、社会参加、ス

ポーツ文化芸術活動の振興等を施策としております。目標値の設定はございません。 

続きまして 49ページ、資料２－⑪、北海道意思疎通支援条例、手話言語条例の施策の推

進ということで、障がいのある方に、情報提供、情報保障ということを施策の推進施策とし

ておりまして、こちらの方も目標の設定はございません。 

それから資料２－⑫、53 ページでございますが、安全確保に備えた地域づくりの推進と

いうことで、先ほども出ました災害関係、こちらの方で、施策を推進していきたいというふ

うに考えております。目標値の設定はございません。それから資料２－⑬については目標一

覧。それと、右側の方に実績進捗率等を書いておりますが、こちらの方を目標に、施策を推

進していきたいというふうに考えております。それから資料２－⑭については、サービスの

見込量ということで、市町村の積み上げで目標を設定しておりますが、それに対する実績と

これからということでございます。最後に、63 ページの資料２－⑮でございますが、こち

ら地域生活支援事業の道事業の関係の見込みと、それから実績ということでございます。 

駆け足で申し訳ありません。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

すいません。駆け足で説明いただきまして、ありがとうございます。 

この障がい福祉プランの推進管理について、ご質問はありませんか。 

山田さん、何か仰ってましたか。大丈夫ですか。 

Ｗｅｂの委員の方、ご意見、質問ありませんか。 

 

【山崎委員】 

山崎です。よろしいですか。 

何点かありますが、資料２－④のところの目的のところに書かれている、真ん中ぐらいな

んですが、介護者の急病等の緊急時においても、地域での生活が継続できる体制整備を促進

しますってなっているんですが、介護者っていうのは、家族を想定されているのかどうかっ

ていうことと、もし家族という想定であるならば、家族ベースを基盤とした介護の体制って

いうのは、障害者権利条約等関係法令から見てもどうなのかと思いました。 

家族介護をベースではなく、サービス等による、介護というのを前提として考えなければ

ならないのではないかと思いました。 

それと、２点目。 

 

【藤原会長】 

山崎さん、１つずついきますか。 
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【山崎委員】 

１つずつ、はい、わかりました。 

申し訳ありません。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。ここで記載してあるのは、在宅にいる方で例えば家族の方

が、急病になった際、例えばショートステイを活用できるようにするとかですね、そういっ

た形のことを、この場では記載しているものでございます。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

はい。２点目お願いします。 

 

【山崎委員】 

２点目がですね、資料２－⑧の、ところの、先ほどの令和５年度の評価の部分にでも関わ

ってくるんですが、医療的ケア児等の受入施設の、設置目標なんですが、先ほどのお話にも

あったように、人材の確保っていうのが、なかなか難しいっていうところを鑑みると、21ヶ

所以上っていうのは、ちょっとまた高いハードルなんではないかなと思いました。 

実現可能性の数値的な目標っていうのを設定してはどうかなと思いました。以上です。 

 

【事務局】 

はい。ありがとうございます。この目標値につきましてはですね、昨年の計画を作った際

に、山崎さんにもご意見をいただいて、作った計画の数値をそのまま記載しておりまして、

当然段階を踏んでいく、いきなり 21 ということにもなりませんので、最終目標といいます

か、それは 21なんですが、それに向かって我々は施策を推進していくということで、ここ

に記載の目標については、第１期ほっかいどう障がい福祉プランで昨年ご議論いただいた

目標値というものを記載させていただいているところでございます。以上でございます。 

 

【藤原会長】 

ありがとうございます。 

その他に山本先生はご意見ありませんか。 

 

【山本委員】 

大丈夫です。 

 

【藤原会長】 

はい、ありがとうございます。 



 30 / 31 

 

フロアの委員の方。大垣委員はどうですか。最後に一言。はい。どうぞ。 

 

【大垣委員】 

私から北海道庁へのお願いなのですが。先週の社会保障審議会の障害者部会において、各

団体が脱施設化ということを口にしていました。そして、2022 年の 10 月に出された脱施設

化のガイドラインにまで触れられており、そのガイドラインを手がかりにして、国として本

気で脱施設化に舵を切るべきではないかという発言もありました。それは入所施設を潰せ

ではなくて、入所施設に依存しなくても、地域の中で障がいのある方が暮らしていける、そ

ういうふうに舵を切って欲しいということを、５、６団体が発言していました。私は北海道

庁も同じだと思います。 

最後にすいません。会議の設定時間が短いのではないかと思います。議事を進める、会長

が苦しむのは当然です。事務局いかがでしょうか。 

 

【事務局】 

会議のボリュームと、皆様へのご発言の時間が、大変短かったっていうのは、大変申し訳

ないということと、今日の反省点かと思います。他の会議でもこれぐらいボリュームあると、

事前に資料を送らせていただいて、事前に質問内容もらっておいて、委員によっては同じよ

うな質問もあったりするので、そういうのをまとめて、整理したものを要点的に説明すると

いう方法を取った方が良かったというのは、最後に言うのも大変失礼なんですけど、それが

反省点かということを感じましたので、そこは次回に向けて、しっかり改善をさせていただ

きたいと思います。 

できるだけ、フリートークの時間を作る形で、次の施策に反映できるような形を考えてい

きたいと思いますので、ご意見ありがとうございます。しっかりやってきます。 

 

【大垣委員】 

はい。よろしくお願いします。 

 

【藤原会長】 

毎回この会議は長いのです。予定を大体ちょっとオーバーするぐらいの会議になるので

すけれども。一応、説明とそれから少し質問をいただきましたので、これからの内容に活か

していただきたいというふうに思います。 

ちょっと大幅に時間が超過しましたので、このぐらいで議事を終了したいと思います。 

皆様のご協力ありがとうございました。 

 

【事務局】 

はい。それでは本日は皆様、どうもありがとうございました。 



 31 / 31 

 

以上で６年度の北海道障がい者施策推進審議会を終了いたします。 

皆様、本日はどうも、ありがとうございました。 


